
11

赤い羽根共同募金
 ～丹波のまちを良くするしくみ～ 

　１０月１日より、全国で一斉に赤い羽根共同募金運動が始まります。
　募金は約９割が丹波市に配分され、翌年度の福祉事業に使われます。
　コロナ禍で大変な所、申し訳ございませんが、本年もみなさまの温か
いご協力をよろしくお願いいたします。

市内小中高等学校等が取り組む福祉教育助成に	 780,000円
市内認定こども園の保育資材購入助成に	 650,000円
地域で活動しているふれあい・いきいきサロン活動（助成等）に	 5,750,000円
ボランティア活動事業（助成や養成講座）に	 1,500,000円
ボランティアまつりの助成に	 400,000円
福祉団体へ助成などに	 3,420,000円
県内の福祉施設・各種団体等へ	 1,141,000円
丹波市共同募金委員会の事務費として	 546,000円

今年度は

募金協力をみなさまにお願いします
を目標として14,187,000円

14,187,000円（目標額）の内訳14,187,000円（目標額）の内訳

つかいみちの一例
認定こども園で使用する保育資材の
購入助成
（ミライズにじでは、ウェーブバランス平均台
を購入）

はばたけ赤い羽根
2021.9

他のつかいみちは
次のページへ ➡
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　共同募金は、社会福祉法に定められた募金運動で、毎年、厚生労働大臣の
告示によって運動期間が定められ(10月1日から３月31日まで)全国一斉に実
施されています。

赤い羽根共同募金とは赤い羽根共同募金とは

貸し出し用のレクリエーション用具

ボランティアグループ活動助成

ふれあいいきいきサロンの運営支援（助成金）

共同募金　赤い羽根ひょうごスローガン

助け合い 広がる つながる 赤い羽根
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　共同募金は、地域で福祉活動を
行っている　団体や施設を応援する
「自分のまちを良くするしくみ」の
ための募金です。
　みなさんにご協力いただいた募金
は、丹波市で活動する団体や施設に
配分される他、未来を担う子どもた
ちの保育資材や福祉学習等に活用さ
れています。

車いす体験　～みんなで協力～

ボランティアグループが作成されま
した。
色鮮やかな絵に癒されます♪

実際に点字を打ってみました‼

福祉学習の材料や講師料に

ひとり暮らし高齢者宛ての暑中見舞い・年賀状発送

中学生が可愛いイラストの年賀状を
作成。
「元気をもらえた」と好評でした♡

※写真は、昨年度のものも含まれています

丹波
のまちを良くするしくみ丹波
のまちを良くするしくみ
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インターネットを通じて募金することができます。
色々な方法で募金ができます。
詳しくは
こちらにアクセス！→

発行：社会福祉法人　兵庫県共同募金会　丹波市共同募金委員会
〒669-3602　兵庫県丹波市氷上町常楽209-1（丹波市社会福祉協議会内）
TEL　0795-82-4631　FAX　0795-82-4519

パソコンからは ふるサポ Click!検 索

昨年度、皆さまにご協力いただいた募金は、このように配分され活用されています。

令和3年度丹波市社会福祉協議会への配分額　12,126,000円
活　用　目　的 配分金の活用額

福祉教育推進事業
市内小中高等学校・特別支援学校等が取り組む福祉学習の助成に

550,000円

認定こども園助成事業
保育資材の購入費助成に

650,000円

地域住民グループ支援事業（ふれあい・いきいきサロン）
サロン活動支援助成、サロンボランティア研修のために

5,750,000円

ボランティア活動事業
養成講座、ひとり暮らし高齢者宛暑中見舞い・年賀状発送経費、
ボランティア・災害ボランティア支援助成等

1,759,000円

ボランティアまつり助成事業
ボランティア団体の活動発表ならびに交流、
一般の方へ啓発するためのまつり開催助成に

400,000円

共同募金配分金事業
地域福祉推進支援事業
（各自治協議会・自治振興会が独自の福祉活動に取り組むための活動費として、
在宅寝たきり者世帯への歳末見舞贈呈事業、福祉団体助成事業(市内各福祉団体等)など

3,017,000円

合　計 12,126,000円

昨年度募金実績額

広域配分等からの充当額
13,353,171円

402,000円

1,140,171円 県内の福祉施設・各種福祉団体等へ配分

489,000円 丹波市共同募金委員会事務経費として配分

12,126,000円 丹波市共同募金委員会へ配分され、地域福
祉活動事業費として活用


